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○「生活保護法による医療扶助運営要領について」（昭和３６年９月３０日厚生省社会局長通知 社発第７２７号）  

 

改正後 改正前 

第１・２ （略） 

 

第３ 医療扶助実施方式 

 １～４ （略） 

 ５ 調剤の給付 

（１） （略） 

（２）後発医薬品の給付 

法第 34 条第３項の規定に基づき、医師又は歯科医師が医学的知見に基づき後発

医薬品を使用することができると認めたときは、後発医薬品を調剤するよう、指

定医療機関及び指定薬局に対して周知徹底を図ること(後発医薬品の薬価が先発医

薬品の薬価よりも高くなっている又は先発医薬品の薬価と同額となっている場合

を除く。)。また、被保護者に対しても、本取扱いについて周知徹底を図ること。 

なお、後発医薬品の給付に係る具体的な取扱いについては、別に定めるところ

による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６～１３ （略） 

 

第４～８ （略） 

様式第１号～様式第３７号 （略） 

別紙第１号～別紙第４号の４（略） 

第１・２ （略） 

 

第３ 医療扶助実施方式 

 １～４ （略） 

 ５ 調剤の給付 

（１） （略） 

（２）後発医薬品の給付 

ア 指定医療機関及び指定薬局における取組 

医師又は歯科医師が医学的知見に基づき後発医薬品を使用することができると

認めたときは、次のとおりの取扱いにより、後発医薬品を調剤するよう、指定医

療機関及び指定薬局に対して周知徹底を図ること(後発医薬品の薬価が先発医薬

品の薬価よりも高くなっている又は先発医薬品の薬価と同額となっている場合を

除く。)。また、被保護者に対しても、本取扱いについて周知徹底を図ること。 

(ア)処方医が一般名処方を行っている場合又は銘柄名処方であって後発医薬品へ

の変更を不可としていない場合には、指定医療機関又は指定薬局は、後発医薬

品を調剤すること。このため、先発医薬品の調剤が必要である場合は、処方医

が必ず当該先発医薬品の銘柄名処方をする必要があること。 

(イ)ただし、後発医薬品の在庫がない場合は、先発医薬品を調剤することが可能

であること。 

(ウ)後発医薬品の使用への不安等から必要な服薬ができない等の事情が認められ

るときは、薬剤師が処方医に疑義照会を行い、当該処方医において医学的知見

に基づき先発医薬品が必要と判断すれば、先発医薬品を調剤することができる

ものであること。 

ただし、処方医に連絡が取れず、やむを得ない場合には、指定薬局から福

祉事務所に確認の上、先発医薬品を調剤することができるが、速やかに(遅く

とも次回受診時までに)薬剤師から処方医に対し、調剤した薬剤の情報を提供

するとともに、次回の処方内容について確認すべきものであること。 

イ 福祉事務所における取組 

上記アの(ア)の場合又は(ウ)の処方医への確認後、再度医学的知見に基づき後

発医薬品を使用することができると認められた場合において、指定医療機関又は

指定薬局における説明を受けても、なお先発医薬品の使用を希望する患者に対し

ては、福祉事務所において制度について説明し、理解を求めること。 

６～１３ （略） 

 

第４～８ （略） 

様式第１号～様式第３７号 （略） 

別紙第１号～別紙第４号の４（略） 


